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 一部エリアでの先行的な移行について
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サービス移行のステップ
• 代替サービスへの移行は、まずは、お客様の新規・移転等のお申込み、お知らせを契機としたお問合せ、故障・支障

移転発生等のお客様接点をとらえて、代替サービスへの移行提案を実施

• 法人のお客様には、端末更改タイミング等を踏まえ、利用状況に応じた移行提案を実施

• 一部エリアでの先行的な移行におけるお客様対応状況等を踏まえ、エリア単位で段階的なサービス終了計画を

順次公表・周知し、移行提案を実施

2025年度 2026年度 2028年度頃〜 2035年度
▲9月
本公表

お知らせ送付
（本公表内容）

事務用

住宅用

一部エリアでの
先行的な移行

エリア単位で段階的なサービス
終了計画を順次公表・周知し、移行

代替サービス

移行負担軽減施策（移行工事費無償化等）

段階的なサービス移行

端末更改時期等を踏まえ、利用状況に応じた移行提案

お客様の新規・移転等のお申込み、お知らせを契機とした
お問合せ、故障・支障移転発生等のお客様対応時の移行提案

ブロードバンドへの移行

一部エリアで
お知らせ送付 ・・・・・・・・順次公表・周知・・・・・・・・・

2025年9月29日
NTT東⻄公表資料抜粋
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（参考）お知らせ送付の内容
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先行実施エリアにおける提供終了・移行のイメージ
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• 既に老朽化が進み設備更改が急務となっている一部エリアや、被災・支障移転等でメタル設備の再敷設が必要と

なったエリアにおいては、先行的に代替サービスへの移行対応を実施

• 計画的に対象エリアの設定を行う場合（設備老朽化等）、当該エリアでは、複数回の周知（書面送付等）から一定

期間経過後に、加入電話（メタル）の新規受付停止及びサービス終了を予定

• 被災・支障移転等エリアでは、サービス復旧時にお客様周知の上、加入電話（メタル）でなく、代替サービスを提供

• 先行実施エリアでのお客様対応状況等を踏まえ、将来予定する全国での段階的なサービス移行計画を具体化

■対象エリア

例1）メタル設備老朽化、技術者減/遠距離で保守に支障があるエリア

例3）被災・支障移転等でメタル設備の再敷設が必要となったエリア

この画像は表示できません。この画像は表示できません。この画像は表示できません。この画像は表示できません。この画像は表示できません。この画像は表示できません。

×

× 光ケーブル

収容
装置

メタルケーブル

倒木等によりケーブルが
保守困難

光をメタルへ変換する
装置が維持限界

電柱やケーブル等が破損

例2）局外収容装置の維持限界を迎えているエリア（都市部含む）

2025年9月29日
NTT東⻄公表資料抜粋



先行実施対象エリアにおける移行手順のイメージ
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• 段階的（基本的に四半期毎を想定）に順次エリアごとの公表・周知を開始

• 各エリアでは、サービス終了の1年前までに、対象のお客様へ複数回の書面周知を通じ、代替サービスへの移行に

係るスケジュールや手続き等を丁寧に説明（書面送付開始の1カ月前にHP上で対象エリアを広く公表）

• 移行状況のモニタリングを通じて、先行実施を進めながら知見を蓄積し、移行方法（周知等）の改善を随時実施

第N期（XX県XX市XX地内 等）

2027年度までの間で、段階的（基本的
に四半期毎を想定）に順次エリアごとの
公表・周知を開始

第1期（ ●●県●●市●●地内 等）

書面周知
（代替サービス移行の案内）

移行状況のモニタリング

サ
ー
ビ
ス
終
了

サービス終了の1年前までに書面周知開始

新
規
受
付
停
止

エ
リ
ア
の
公
表

1カ月前に
HPで公表

2026年
3月 4月

2027年
3月末6月 12月

2028年
12月末

第2期（▲▲県▲▲市▲▲地内 等）

書面周知
（終了通知）

被災や支障移転に伴いメタルケーブルの再敷設が必要な場合は、
上記手順によらず、代替サービスへの移行を実施

終了の3カ月前



（参考）ユーザの移行手順イメージ
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※ 光サービス（光回線電話・フレッツ光）の標準的な開通納期。設備状況や工事稼働の状況によって変動。

ワイヤレス固定電話の場合は、標準で1～2週間程度

①
通知
受領

②
検討
期間

③
代替
申込

④
開通納期
＜標準1〜
2か月＞

⑤
代替
移⾏

①～⑤の対応に、標準１～2か月＋α（検討期間）を要すると想定

■ユーザの移行手順

① 書面通知受領・認知 （２０２６．４～）

② 代替サービス検討期間

③ 代替サービス移行申込・開通日決定

④ 開通納期（標準1～2か月）※

⑤ 加入電話廃止・代替サービス移行



先行実施エリアの選定の考え方及び実施規模・単位（予定）
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【先行実施エリア選定の考え方】

① メタル設備老朽化エリア／遠距離等で保守に支障があるエリア等

５～10万回線（NTT東西計）の移行をめざす（内訳以下）

第１期（2026年3月に公表 2027年3月末までに移行対応を実施）として、約80エリア、約300回線を予定

実施単位は、お客様のわかりやすさの観点から、老朽化設備等による提供エリアを含む町丁目を基本とする（当該

町丁目のお客様が多い場合等には、町丁目の一部とする場合もある）

上記の他、被災や支障移転に伴いメタルケーブルの再敷設が必要な場合は、適宜、代替サービスへの移行を実施

再掲）第一期（2026年3月公表予定）①エリア合計

対象回線数エリア数対象回線数エリア数

約300回線
(概ね5回線/1エリア）

約80エリア約5～10万回線
(概ね200回線/1エリア）

約1,0００エリアメタルケーブル等の保守困難
エリア

―
(第2期以降で実施）

―
(第2期以降で実施）

約1,000エリア局外収容装置の維持困難
エリア（都市部含む）



先行実施エリアの選定の考え方及び実施規模・単位（予定）
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【先行実施エリア選定の考え方】

② 主に都市部において、2028年度頃開始予定のエリア毎の段階的な移行に向けて、以下のような課題の洗い出しと

対策検討を目的に、先行的に検証を実施 【検討中】

 自治体等のステークホルダーと連携した計画的な移行対応

（自治体資産の光ファイバを用いて光ブロードバンド/電話サービスを提供しているエリア等）

 光配線NGビルにおけるワイヤレス固定電話による移行対応

 法人ユーザの当該エリア内拠点のみの先行移行の可否

 移行に要する工事稼働状況の確認・稼働確保

・ 具体的な対象エリアや規模等については、今後、検討状況や自治体等との調整状況を踏まえ、明らかにしていく


